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アジア太平洋と関西 関西経済白書2022：概要
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★今年度の特徴

世界各国のコロナ禍で見えてきた世界経済の変化と挑戦を追う

Part Ⅰ:アジア太平洋地域 世界秩序の歴史的転換点

Part Ⅱ:関西地域の分析 コロナ禍でみえてきた関西の役割と今後の挑戦

(昨年の白書と異なる点)

昨年の『関西経済白書2021』では、COVID-19関連データに基づき、コロナ禍からの回
復・調整過程について詳しく分析を行った。2022年に入りロシア・ウクライナ危機と相
まって世界経済の混乱はさらに深刻化し歴史的な転換点にある。そこで今年の『関西経
済白書2022』では、不安定化する世界経済の現状を詳しく分析した。そしてコロナ禍で
見えてきた関西経済における課題(物価高騰・世界貿易の停滞・円安の進行)を指摘し、
これからの展望について「大阪・関西万博」をキーワードに分析を行った。

今年度版の関西経済白書と特徴
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Part Ⅰの分析
【世界秩序の歴史的転換点】
◆不安定化する世界経済
◆先行き不透明な中国経済
◆ビジネスと人権

Part Ⅱの分析
【コロナ禍でみえてきた関西の役割と今後の挑戦】
◆分配面からみた関西経済の課題
◆関西DMOの観光誘客策とその効果
◆大阪・関西万博、IRを関西経済の反転につなげるために

今年度版の関西経済白書と特徴

コロナパンデミックとロシアのウクライナ侵攻 ➡ 歴史的転換点

Part Ⅲ EXPO 2025 Chronology
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【主要説明箇所】

【PartⅠ】

Ch.1 Sec.1 不安定化する世界経済

Ch.1 Sec.3 先行き不透明な中国経済:「共同富裕」からゼロコロナ政策まで

Ch.2 Sec.2 グローバル化時代の「ビジネスと人権」

【PartⅡ】

Ch.3 Sec.4 分配面からみた関西経済の課題

Ch.5 Sec.2 関西DMOの観光誘客策とその効果

Ch.5 Sec.3 関西におけるプレイス・ブランディング

Ch.6 Sec.1 大阪・関西万博、IRを関西経済の反転につなげるために

Ch.6 Sec.3 大阪・関西万博の経済効果と拡張万博の検討

アジア太平洋と関西 関西経済白書2022：概要
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イントロダクション：

経済規模と貿易依存度

◆ロシアのウクライナ侵攻による影
響は、商品市況、貿易、金融市場
の経路を通じて、インフレ、貿易
停滞、金利上昇として発現。

◆貿易関係に注目すれば、ロシアは
エネルギー関連の輸出が輸入を上
回り、貿易黒字を稼ぐ(表0-1)

◆EU経済は対ロシアエネルギー依存
度が高いため、22年後半以降は景
気減速ないしマイナス成長が予想
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イントロダクション：

重要なのは間接的な影響

◆日本・関西の対ロシア貿易の直接的
な影響は小さいが、間接的な影響が
重要(図0-1)

◆EU経済減速は、中国の対EU輸出減
少により、中国経済に下押し圧力

◆中国経済の減速で、対中貿易依存度
の高い関西経済の景気減速は不可避

◆加えて、ゼロコロナ政策は関西経済
にとって更なる重荷

◆2022 年の世界・日本経済にとって、
(1)ゼロコロナ政策、(2)資源価格高
騰、(3)円安進行が、主要な先行き
リスク
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Chapter 1 Section 1

不安定化する世界経済
世界経済不安定化の３つの要因
(１)所得分配の不平等化 (２)技術構造の脆弱性 (３)エネルギー市場の相互依存

◆米国型のリベラル能力資本主義
経済と政治の秩序と安定性に寄与していた労働組合における環境の変化
➡労働組合組織率の低下、富裕層は所得や資産を他国に移しシステムからの離脱

◆中国型の政治的資本主義
「グレートギャツビー・カーブ（金持ちと貧乏は遺伝する）」が観察
➡資産や所得における階級化が進む
2000年以降は高学歴労働者の所得上昇が格差の主要因
➡『共同富裕』という所得格差を改善する経済政策が必要

(１)所得分配の不平等化
①不平等化の進行
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Chapter 1 Section 1

不安定化する世界経済

◆米国の低学歴層は福祉プログラムに反対する保守的候補へ投票
一方、黒人層と高学歴の白人は反対の立場をとり政治上の両極化が拡大
➡ネットでは右のポピュリスト的政治家を登場させる

◆民主党：1970年までは白人労働者階級を支持 ➡ 70年以降亀裂が生じる

◆2000年以降共和党候補への投票率と平均余命は負の相関が強くなる
(不健康な州ほど反バイデン・トランプ支持)
➡白人労働者階級は、民主党がマイノリティと同盟を組み自分たちの雇用を見捨て
高学歴層を向いた政党になったことに異を唱えている

経済的に困難な白人中間層の支持政党の変化によって米国の政治構造は大きく変化

(１)所得分配の不平等化
②所得不平等化の進行による政治の不安定化
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Chapter 1 Section 1

不安定化する世界経済

◆半導体製造の約75％を占める主要材料の多くのサプライ
ヤーが東アジアに集中

◆10nm以下の半導体製造は韓国(8%)と台湾(92%)
➡単一障害点(single points of failure)となり、その特
定地域に問題があると半導体製造全体が止まる

(２)技術構造の脆弱性
①半導体産業のグローバル・サプライチェーンに潜む脆弱性

②リスクへの対応
◆各地域による完全自給自足は非現実的

(0.9～1.2兆ドルの先行投資と450～1,250億ドルの年間運
用コスト)

◆重要な戦略的リスクに焦点を当てた市場主導型アプローチ
が必要

P.8参照

P.6参照
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Chapter 1 Section 1

不安定化する世界経済

◆ロシアのエネルギー輸出割合は年々増加
(図1-1-6)

◆ロシアからのエネルギー輸出国シェア(2020年)
原油 ：欧州(53.2%)中国(32.1%)
液化天然ガス：日本(20.8%)が最大
天然ガス ：ドイツ(28.5%)をはじめ 欧

州が大半を占める

(３)エネルギー市場の相互依存

◆欧州エネルギー輸入国シェア(2020年)
ロシアが原油(29％)天然ガス(37.5％)ともに1位
ドイツはロシアからのパイプライン経由での天然ガスシェアが55.2％
➡欧州にとって短期的なロシアからの天然ガスの代替は困難
➡長期的に代替政策が続けばロシアにとっての経済的な打撃は大きい

P.10参照
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◆ 21世紀は「アジアの世紀」
世界の名目GDPに占める割合

アジア諸国 アメリカ
1980年代：20％未満 約30%

2050年代：52%に達する 約20%へ低下

アジア諸国の中間層の台頭
・中間層：消費・価値観・政治体制を形成するうえで中心的存在であり
経済成長を牽引する

・2030年までにアジア諸国の中間層は35億人に達し、世界の中間層の
65％を占める

Chapter 1 Section 4

アジア太平洋における中間層の規模と価値観
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◆ アジア諸国の中間層の分析(3つの観点)
①所得と資産
絶対的アプローチ・・・・・絶対的な購買力に基づく
相対的アプローチ・・・・・国民所得の中央値と国民貧困ラインから推定
資産に基づくアプローチ・・所得よりも資産に基づいた定義

②学歴と職業
学歴と所得には強い相関関係がある

③文化と価値観(図1-4-6)
価値観・文化的資本・ライフスタイル・願望を通じて定義
しかし価値観は各国の支配的な哲学・政治・宗教から強い影響を受ける

Chapter 1 Section 4

アジア太平洋における中間層の規模と価値観
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Chapter 1 Section 4

アジア太平洋における中間層の規模と価値観

表現
個人
重視

生存
集団
重視

世俗
合理性
重視

伝統
宗教
重視

P.32参照
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Chapter 2 Section 2

グローバル化時代の「ビジネスと人権」
◆人権の保護と推進 ➡ 国家に加えて企業の積極的な役割が期待

◆ビジネスと人権に関するガイドラインの変遷
・1976年「多国籍企業行動指針」(OECD)
・1977年「多国籍企業宣言」(ILO) 基本指針

➡グローバリゼーションの負の影響(格差拡大や環境破壊など)が注目され
責任ある企業行動のあり方が問われるように

・2000年「国連グローバル・コンパクト」(国連)
・2011年「ビジネスと人権に関する指導原則(指導原則)」(国連人権理事会)
・2015年「Agenda 2030」「持続可能な開発目標(SDGｓ)」(国連)

➡SDGｓが日常化する今も人権に関する議論は中心テーマとなっていない
SDGｓは人権の尊重を前提＝人権を置き去りにしたSDGｓ実装化はあり得ない
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Chapter 2 Section 2

グローバル化時代の「ビジネスと人権」
◆指導原則には国家のみでなく企業の責任が明記

◆各国政府や企業に対する罰則規定なし ➡ 各国にて行動計画が策定
➡企業による人権規範の自主的な遵守から国家による法的な義務化へ

◆指導原則が企業に求める3つの実践項目
①人権方針を策定し企業としてのコミットメントを表明
②人権デュー・ディリジェンス※の継続的な実施
③人権侵害があった際の救済措置
➡人権デュー・ディリジェンス実施の課題
・自社の活動領域だけでなく、バリューチェーン全体への対応が必要
・国内外の自社事業所のみでなく、国内外のサプライヤーまでが対象
・直接取引先だけでなく取引契約のない間接取引先に対しても責任を負う

※人権に対する企業としての適切で継続的な取り組み。
具体的には、人権への負の影響とリスクを特定し、リスクを分析・評価して適切な対策を策定・実行するプロセス
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Chapter 2 Section 2

グローバル化時代の「ビジネスと人権」
◆日本企業の人権対応の現状

①経済産業省調査
人権方針作成企業：約7割
人権デュー・ディリジェンス実施企業：5割強
うち、間接取引先まで含む企業：25％

②JETRO調査
人権方針作成企業：38.1％(大企業：64.3％、中小企業：32.7％)
うち、調達先にも人権遵守を求める企業：65.4％
(国内調達先への要請：81.6％ 海外調達先への要請：26.0％)
調達先のさらに先の調達先にまで遵守を求める企業：10.6％
➡ようやく動き出したとはいえ、産業全体及び個別企業の取り組みはまだ少ない
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Chapter 2 Section 2

グローバル化時代の「ビジネスと人権」
◆今後の課題

・ビジネスにおける人権リスクの完全排除は事実上不可能かもしれないが、
➡問題が起こりうることを前提にバリューチェーン全体の全容を把握しリスクを明

確化することが必要

・外国人技能実習生の問題
➡米国からは外国人労働者の搾取を可能とする制度であり、強制労働を助長する制
度であると指摘される

日本が「持続可能な開発」を本気で推進し世界をリードしたいのであれば、
その取り組み全てが人権の尊重をベースとしなければならない
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Chapter 3 Section 1 UPDATE

日本経済の現況と短期予測

資料：内閣府「国民経済計算 四半期別GDP速報 2022年4-6月期(2次速報値)」よりAPIR作成

(2019年4-6月期=100)

◆実質GDPは22年4-6月期に初めてコロ

ナ禍前の水準(2019年10-12月期

=97.1)を上回った(表3-1-3)

◆しかし、消費増税前のピーク(19年10-

12月期)から2.4%低い。その意味で回

復のスピードは非常に緩慢

◆民間資本形成は9.6%、民間最終消費支

出も1.8%低い。民間需要の回復が遅れ

ている

表3-1-3 UPDATE

P.70参照

国内総生産 財貨輸入
サービス

輸入

民間最終

消費支出

民間資本

形成
政府支出 財貨輸出

サービス

輸出

19Q2 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0

19Q3 100.0 101.5 104.6 100.7 99.2 100.5 101.1 98.5

19Q4 97.1 100.1 100.6 97.0 93.8 100.5 99.7 98.7

20Q1 97.6 95.2 99.2 97.9 94.6 100.5 97.0 86.8

20Q2 89.7 96.0 93.0 89.2 90.9 101.9 78.9 75.1

20Q3 94.7 88.5 88.8 94.1 87.6 103.5 89.9 72.1

20Q4 96.2 95.6 88.3 95.6 87.8 104.3 100.2 73.8

21Q1 95.9 97.5 89.5 95.0 88.2 103.7 102.1 76.8

21Q2 96.3 100.4 97.8 95.3 89.7 103.9 105.4 78.3

21Q3 95.8 100.0 94.7 94.5 88.9 104.1 105.1 79.5

21Q4 96.7 100.8 94.0 96.8 88.2 103.1 106.2 78.7

22Q1 96.8 104.6 96.3 97.1 90.5 102.8 108.1 76.1

22Q2 97.6 106.3 92.9 98.2 90.4 103.6 108.4 78.9
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◆今回予測における海外外生変数想定の特徴は、(1)原油価格の高止まり、

(2)世界貿易の一層の停滞、(3)円安の加速を反映(表3-1-4及び図3-1-4)

◆背景にはロシアのウクライナ侵攻の長期化による世界経済の減速、インフレ

の昂進、金利引き上げ。これらの影響は22年後半から23年にかけて出現

資料：APIR『第139回 景気分析と予測』

表3-1-4 UPDATE
外生変数の想定比較

Chapter 3 Section 1 UPDATE

日本経済の現況と短期予測

P.71参照

外生変数 2022 2023

原油価格($/bbl) 102.8 95.1

　前回 101.1 88.2

実質世界輸出(前年比、%) 4.9 3.3

　前回 4.6 3.9

為替レート(\/$) 133.8 131.1

　前回 129.8 128.3

106.35 

32.77 
30.88 

105.19 

85.79 

109.41

92.75

20.0

30.0

40.0

50.0

60.0

70.0

80.0

90.0

100.0

110.0

120.0

Q1Q2Q3Q4Q1Q2Q3Q4Q1Q2Q3Q4Q1Q2Q3Q4Q1Q2Q3Q4Q1Q2Q3Q4Q1Q2Q3Q4Q1Q2Q3Q4Q1Q2Q3Q4Q1Q2Q3Q4Q1

14 15 16 17 18 19 2020 21 22 23 24

世界原油価格の想定：ドル/バーレル

2021年12月予測 2022年3月予測 2022年5月予測 2022年8月予測

予測

図3-1-4 UPDATE 世界原油価格の想定（ドル/バーレル）
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図3-1-7 UPDATE

Chapter 3 Section 1 UPDATE

日本経済の現況と短期予測
P.73参照
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実質GDPの推移：実績と予測（単位：兆円）

今回（139回） 前回（138回）

前々回（137回）

予測

資料：APIR『第139回 景気分析と予測』

コロナ禍前のピーク

22年4-6月期実質GDPはコロナ禍前の水準(19年10-12

月期)を初めて上回ったが、ピーク(19年4-6月期)から依

然低い。回復のスピードは非常に緩慢

コロナ禍前のピーク(19年4-6月

期)を超えるのは24年度

7-9月期以降、しばらく純輸出の

押し上げは期待できないが、

COVID-19の感染再拡大が行動制

限につながらなければ、サービス

消費の拡大による比較的高めの成

長が見込め、潜在成長率を上回る

ペースが持続すると予測

コロナ禍前の水準
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◆消費者物価指数：22年後半はエネル

ギー価格や食料品価格の高騰の影響で、

前年比2%台後半で推移(表3-1-5)

◆23年度はエネルギー価格の影響が剥落、

サービス価格が下押し圧力となるため、

消費者物価の基調は前年から低下

◆国内企業物価指数22年度+6.9%、23年

度+0.9%。消費者物価コア指数+2.3%、

+1.0%。GDPデフレータ-0.3%、

+1.7%と予測

資料：APIR『第139回 景気分析と予測』

Chapter 3 Section 1 UPDATE

日本経済の現況と短期予測

表3-1-15 UPDATE

P.76参照
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【円安加速と原油価格高騰のシミュレーション】

◆円安加速と原油価格高騰とでは、実質GDPに

与える影響は逆方向(表3-1-6)

◆円安の影響は、(1)貿易収支、(2)サービス収

支、(3)所得収支で出方が異なる

◆重要なのは円安と原油価格(ドルベース)の上昇

が同時に伴うケース「悪い円安」

◆円安加速と原油価格高騰の想定次第、実質

GDPに下押し圧力が働く可能性がある

◆実質GDIの動きが重要：交易条件の悪化を家計

と企業が引き受ける

Chapter 3 Section 1 

日本経済の現況と短期予測

P.76参照
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◆ 関西と日本経済の予測を比較すると、2022年度
は、実質成長率では関西がやや上回る。23年度
は、大きな違いはない

◆ 22年度の公的需要の成長率に対する寄与度は、
全国+0.1%ﾎﾟｲﾝﾄに対して関西は+0.3%ﾎﾟｲﾝﾄと
全国を上回る

◆ 関西では大阪・関西万博会場の夢洲の整備など
大型投資案件が進行しており、公共工事が全国
以上に伸長する

◆ 域外需要は、全国と同様に関西でも成長押し下
げ要因。中国経済の動向が重要

Chapter 3 Section 2 UPDATE

関西経済の現況と短期予測
関 西

日 本

資料：APIR KEIQ No.60
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◆ 20年度はCOVID-19の影響で、
関西各府県のマイナスの寄与度が
上昇し、国全体のマイナス成長(-
4.5％)上回る

◆ 21年度は、大阪府と兵庫県の反転
の動きから関西全体で+1.1％の
プラス成長。ただ、国の成長率
(+2.1％)に及ばない(図3-3-13)

Chapter 3 Section 3

関西経済の府県別動向

P.89参照
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◆年間労働所得の中央値をみれば、全国、関西ともに減少傾向で推移(図3-4-2)

◆2002年、17年を比較、関西の減少幅(-27万円)は全国(-17 万円)より大きい

◆ともに所得階層の二極化が確認できるが、関西では低所得層の増加が特徴(図3-4-3)

Chapter 3 Section 4 

分配面からみた関西経済の課題

P.91参照
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◆コロナ禍は家計の所得分配にどのような影響を

与えたか？(表3-4-1)

◆勤労者世帯の年間収入を十分位階級別にみると、

19年(729 万円)、20年(733 万円)、21年(737 

万円)と微増

◆19年と20年の年収比較では、第Ⅰ分位と第Ⅲ分

位、19年から21年にかけては第Ⅰ分位でいずれ

も減少。一方、第Ⅹ分位などでは年収が増加

◆年収の平均値が増加したのは高所得層の年収が

増加したことが一因。対照的に低所得層では年

収の減少により、厳しい状況

Chapter 3 Section 4 

分配面からみた関西経済の課題

P.94参照
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◆深刻な「細る中間層」

◆ 2010年と21年を比較すると、中間層である年収300～

799万円の世帯割合は、全国、関西ともに低下。しか

し、低下幅は関西のほうが全国より大きい(図3-4-9)

◆年収1,000万円以上の高所得層の世帯割合は、全国、

関西ともいずれも上昇だが、関西は依然全国を下回る

◆ 20年では、300万円未満の低所得層は、全国で低下し

ている一方で、関西では上昇。また、高所得層は、全

国で上昇している一方、関西は低下している

◆関西の中間所得層の環境はコロナ禍により一層厳しさ

を増している

◆再び厚い中間層を取り戻す鍵として、賃金上昇と人的

資本投資(リスキリング)の充実が重要

Chapter 3 Section 4 

分配面からみた関西経済の課題

P.95参照
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◆日本のロシアに対する貿易シェアと個別貿易財のシェア

を比較することにより、リスク指標とした

◆相手国の貿易シェアが低くとも、個別財ベースで貿易

シェアが高いケースが出てくるが、両指標を客観的に分

析することが重要

◆関西の対ロシアの全体の輸入依存度(0.9%)と比較して

財別みれば、石炭、コークス及び練炭(11.8%)、天然ガ

ス及び製造ガス(7.5%)、魚介類及び同調整品(5.4%)が

高い。石炭、コークス及び練炭では関西は全国より高い

依存度(表3-CA-4及び3-CA-5)

Chapter 3 Column A 

貿易面からみたロシアのウクライナ侵攻による
日本・関西への経済的影響

P.101参照
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◆台湾加盟による関西産業への影響

◆電子部品・デバイス製造業、機械器具製造業、化学工業等、関西の主要産業は対台湾

輸出の拡大が期待できる。一方、化学工業、プラスチック製品製造業、卑金属製造業

等は、価格低下に伴う輸入品の増加により、負の影響。総じて、加盟は台湾よりも関

西に大きな関税削減効果

◆関西と台湾は主要産業において産業内分業体制が築かれているため、加盟によって完

全累積制度の下で原産地規則を満たすことが容易となり、輸出入のコスト削減と貿易

手続きの簡素化も可能。また、投資と通商に関するルールが共有されることで、台湾

と連携したサプライチェーンの構築がより容易となり、日台間の産業協力が更に促進

Chapter 3 Column B 

台湾と中国がCPTPPに加盟した場合の

関西経済に及ぼす影響

P.103-110参照



31 ©2022 Asia Pacific Institute of Research. All Rights Reserved

◆関西の人口減少の課題
⇒全国を上回るペースで将来人口の減少が見込まれている
(図4-1-2)
⇒特に労働力の中心となる生産年齢人口の動向は重要
◆関西の生産年齢人口
⇒生産年齢人口の減少幅が最も大きいのは兵庫県(表4-1-2)
◆将来の労働力不足をいかに解決するかが課題
⇒定住人口、交流人口の拡大や創出することが重要
◆移住者に対して受入環境を整備し、住みよい地域づくり
を行う

⇒地域のブランド力の一層の磨き上げが必要

Chapter 4 Section 1

国勢調査からみた関西の人口減少の課題

P.111・112参照
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Chapter 4 Section 2

コロナ危機が地方財政に及ぼした影響

◆ コロナ禍で明らかになった地方財
政の課題

◆ コロナ対策においては、都道府県
は大きな役割を果たしているが、
地方自治体が打ち出す独自の経済
対策は、自治体の財政力によって
地域間の格差が出てしまうという
問題がある(図4-2-1)

◆ 今後、地方分権にふさわしく、か
つ、危機時にスピーディーに経済
対策を講じられる地方財政基盤は
どうあるべきかという議論が行わ
れるべき

P.122参照
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Chapter 4 Section 3

関西におけるESG地域金融の展開
◆ ESG地域金融とは
・ESG要素を考慮した事業性評価とそれに基づく

融資・本業支援等
・地域企業の課題解決に向けた地域金融機関の取組(表4-3-1)

◆発展途上にあるESG地域金融
・審査項目の明文化13%・ガイドラインの記載24%
と組織的に対応が取れる金融機関少なく、担当者の
案件ごとの評価となっている

◆滋賀銀行の取り組み
・エコプラス定期(2003)  ・・・紙を使わないインターネット預金

1回の預け入れにおいて7円を琵琶湖の生物多様性を守る活動資金を滋賀銀行が負担
・しがぎん琵琶湖原則(PLB) ・・取引先に対する環境格付け
格付けによって金利引き下げ、取引先の60.9%が賛同

・しがCO₂ネットゼロプラン ・・サステナビリティ・リンク・ローン
ESGに関する挑戦目標、達成状況に応じて融資条件の優遇

P.123参照
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Chapter 4 Section 4

関西・大阪におけるDX の活用について

◆ 「顧客との長期の関係性作り」と
「新しい価値を出し続けていく組
織作り」という重要な2つの視点

◆ 「ヒトのプロセス」に沿ったデジ
タル技術の利用の仕方として、再
び「モノのプロセス」が革新され、
モノとヒトの両者は最適な組み合
わせを目指して互いに進化を続け
ていく必要(図4-4-1)

⇒ガバナンスの変革、企業・組織のマ

ネジメントの改革という理解が重要
P.128参照
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Chapter 4 Column A

関西製薬会社の新型コロナへの取り組みと
今後の展望

◆ 新型コロナワクチンウイルス開発における課題
・研究開発費用の規模・ワクチン開発体制・ワクチン開発技術いずれに

おいても欧米諸国との歴然とした差が存在
・薬事承認制度・・・2022年5月薬機法が改正され医薬品の緊急承認が可能

◆医療品医薬品の市場
・日本の医薬品市場は横ばい、一方世界市場は今後も年3～6%の成長見込み

◆創薬の現状
・開発の主流は従来型の低分子化学医薬品から高分子医薬品であるバイオ医薬品へ

2020年世界で販売された医薬品におけるバイオ医薬品の割合は36.8%
・今後開発が期待されるのは中分子医薬品であるペプチド医薬品

◆関西製薬会社の戦略
・関西製薬会社売上5社(武田薬品工業・住友ファーマ・田辺三菱製薬・小野薬品工業
塩野義製薬)はいずれも各社が得意とする領域を重点領域として、医薬品市場の成
長が見込める海外戦略を打ち出している

P.134-138参照
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◆ サービス産業の活動動態

◆ 緊急事態宣言並びにまん延防止
等重点措置の発出が繰り返され、
対面型サービス業のうち、特に
観光関連業の回復は遅れている
(図5-1-1)

◆ 関西各府県が行った独自の需要
喚起策

⇒多くの府県が2021年10月以降開
始するとともに、対象を自府県民の
みならず近隣府県まで拡大

⇒需要喚起策の影響もあり、県内の
宿泊客に一定程度の効果(図5-1-6)

Chapter 5 Section 1

2021年度 関西観光の振り返り：
コロナ禍における各府県の需要喚起策

P.141・145参照



37 ©2022 Asia Pacific Institute of Research. All Rights Reserved

◆ 議論されたテーマ

①長期化するコロナ禍への対応

②産業・地域の枠を超えた連携
による価値・地域づくりの特徴

③地域づくりをリードすること
の難しさについて

④将来展望や制度面での期待

Chapter 5 Column A

地域をリードするDMO：APIRシンポジウムから

P.165参照

※DMO(Destination Management/Marketing Organization):地域の「稼ぐ力」を引き出すとともに地域への誇りと愛着を醸成する「観光地経営」の視点に
立った観光地域づくりの舵取り役として、多様な関係者と協同しながら、明確なコンセプトに基づいた観光地域づくりを実現するための戦略を策定するとともに、
戦略を着実に実施するための調整機能を備えた法人

資料) 観光庁「観光地域づくり法人（ＤＭＯ）とは？」より
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【京都府DMOの事例】

◆ 「海の京都」、「森の京都」、
「お茶の京都」、「竹の里・乙
訓」のエリアに分け、京都市と
連携しつつ「もう一つの京都」
を目指す(p.148参照)

◆ 外国人宿泊比率をみれば、課題
は京都市に集中していること(図
5-2-2)

◆ 国籍別外国人宿泊者シェアをみ
れば海の京都DMOが実施したプ
ロモーション等の効果もあり、
台湾のシェアが上昇(図5-2-3)

Chapter 5 Section 2

関西DMOの観光誘客策とその効果：
3つのDMOを例にとって

P.149参照



39 ©2022 Asia Pacific Institute of Research. All Rights Reserved

【和歌山県DMOの事例】

◆ 歴史文化遺産や自然資源を活かし、ターゲット
層に地域の魅力を訴求

◆ 特に田辺市熊野ツーリズムビューロー(以下、
TKTB)は欧米豪を中心に積極的に誘客に取り組
む(p.151参照)

◆ 熊野古道のルートに絞った田辺市熊野エリアを
みれば、TKTBがターゲット層としている欧米
豪のシェアが着実に上昇(図5-2-6)

◆ スペインに関しては共同プロモーションの効果
があらわれていると考えられる(p.150参照)

P.153参照

Chapter 5 Section 2

関西DMOの観光誘客策とその効果：
3つのDMOを例にとって
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◆ 奈良県観光の課題：「宿泊を伴う・周遊滞在型観光」

◆ 京都府は日帰り旅行者、宿泊旅行者のいずれも多く、和歌山県は宿泊
旅行者が主流。一方、奈良県は宿泊施設不足の影響もあり、日帰り旅
行者が中心(図5-2-7)

P.153参照
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Chapter 5 Section 2

関西DMOの観光誘客策とその効果：
3つのDMOを例にとって
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【奈良県DMOの事例】

◆ 外国人宿泊者は着実に上昇しているが、京都府と同様に奈良市に集中(図5-2-8)

◆ 今後は他のエリアへの周遊・滞在を促進させるプログラム作りが重要(Trend 
Watch No.82参照)

WEST NARAエリアの構成市町村は以下の通りである．大和郡山市・平群町・三郷町・斑鳩町・安堵町・王寺町

P.156・157参照

Chapter 5 Section 2

関西DMOの観光誘客策とその効果：
3つのDMOを例にとって
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◆ DMOをはじめとする観光関係者にとって重要なのは「ブランドの磨き上げ」

「第2 期まち・ひと・しごと創生総合戦略」では、観光と他分野との連携を通じ
て、地域の「稼ぐ力」を強化することが謳われている

◆ キーワードは「プレイス・ブランディング」

⇒観光のみならず、地域のイメージを作り上げている文化、自然、歴史、産業など
を意識することが重要

◆ 同戦略では、DMOを中心とした観光地域づくりや、ブランディングの推進を重視

⇒DMOがプレイス・ブランディングをリードすることが重要

Chapter 5 Section 3

関西におけるプレイス・ブランディング

P.159参照
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◆関西経済50年にわたる地盤沈下(経済シェアの低下)の原
因を分析し、その反転の可能性を探る

◆現状認識：大阪・関西万博や統合型リゾート(IR)を梃子
とした反転の可能性が高まる

◆地盤沈下の原因：関西経済の相対的な投資不足

◆大阪・関西万博やIR関連投資等が関西経済反転の起爆剤

◆関西経済反転を実現するための課題は何か

Chapter 6 

問題意識
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◆関西経済のシェアは1970
年度に19.3%のピーク。2
度の石油危機を経て89年に
16.2%にまで低下

◆バブルの影響もありシェア
は91年に一旦反転したもの
の、上昇は一時的

◆90年代後半にシェアは再び
低迷し、2000年度に16%
を割り込み、15%台で低迷
(図6-1-1)

Chapter 6 Section 1

地盤沈下する関西経済：15%経済へ

P.171参照
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◆成長率=投資率/限界資本係数

◼ ΔY/Y=(ΔK/Y)/(ΔK/ΔY) ΔK=I
Y:GDP K:資本ストック I:投資

◆投資率：GRPと非住宅固定資本
形成(=民間企業設備+公的企業
設備＋一般政府)との比率

◆大きな経済ショック(石油危機や
世界金融危機)の時期を除けば、
関西経済の成長率は投資率と比
例的な関係(図6-1-2)

Chapter 6 Section 1

関西の低迷の原因は投資不足

P.171・172参照



46 ©2022 Asia Pacific Institute of Research. All Rights Reserved

Chapter 6 Section 1 UPDATE

関西の経済成長率と投資率の関係

◆数値例：2018年の関西の名目
GRPは86.13兆円、1兆円の投資
追加増は投資率(SRN)を
1.15%ポイント押し上げる(表6-
1-1)※1

◆次年度の関西の経済成長率を
0.53%ポイント引き上げる※2

P.172参照※1：1/((86.13+1)*100)=1.15
※2：0.46*(1/(86.13+1)*100)=0.53
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◆関西と日本経済の投資率(非住宅)は、高
度成長期のピークから2度の石油危機を経
て低下トレンド。1980年代半ばに底を打つ

◆80年代後半はバブルの影響もあり投資率
は一旦上昇に転じたが、その後は再び下方
トレンド

◆2000年に入り、下方トレンドは底打ちの後、
13年には反転の兆し(図6-1-3)

Chapter 6 Section 1

関西経済の投資率は全国を下回る

P.172参照
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資料：内閣府、『県民経済計算』『国民経済計算』に基づき、筆者作成。
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Chapter 6 Section 1

投資率の比較：民間企業部門、公的部門

P.172参照

◆投資率格差をみれば、関西では公共インフラ投資への遅れがポイント
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Chapter 6 Section 1 UPDATE

大阪万博以降の主な地域開発プロジェクト

開発案件 関連工事費 事業主 工期

1970年大阪万博 6,500億円(道路・鉄道・地下鉄の整備を含む万博関連費) 国 1967年～1970年

けいはんな学園都市 土地区画整理事業 約5,200億円（換地処分済） 住都公団（UR）・民間 1988年～

関西国際空港※

1期 1兆5,000億円 国・地方公共団体・民間 1987年～1994年

2期 1兆5,600億円
用地：造成会社
施設：空港会社

1999年～2007年

ベイエリア(ベイ法対象)
ワールドトレードセンター（WTC） 1,193億円 大阪市の第三セクター 1991年～1995年

USJ 2,300億円 大阪市の第三セクター 1998年～2001年

ベイエリア(ベイ法対象外) 明石海峡大橋 約5,000億円 本州四国連絡橋公団 1988年～1998年

神戸空港※ 3,140億円 神戸市 1999年～2006年

神戸医療産業都市 4,400億円 国、神戸市 1998年～

* 1995年度：着工準備調査費が政府予算に計上
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◆2022年度以降、日本経済は0.5%の
潜在成長率で成長、関西経済について
は2つのケースを想定

◆ケース1：日本の潜在成長率から
0.5%ﾎﾟｲﾝﾄ加速(追加投資約年1兆円) 

◆関西経済のシェアは30年度16.2%、
40年度17.1%に上昇。結果、80年代
前半を回復(図6-1-4)

Chapter 6 Section 1

関西経済反転のシナリオ：
関西の成長率0.5%ポイント加速のケース1

（注）単位は％。
（資料）内閣府『県民経済計算』『国民経済計算』に基づき、筆者作成。

P.174参照
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◆ケース2：日本の潜在成長率から1
％ﾎﾟｲﾝﾄ加速(追加投資約年2兆円)

◆関西経済のシェアは30年度17.0%、

40年度18.7%に上昇し、1973年のシ
ェアを回復(図6-1-5)

Chapter 6 Section 1

関西経済反転のシナリオ：
関西の成長率1.0%ポイント加速のケース2

（注）単位は％。
（資料）内閣府『県民経済計算』『国民経済計算』に基づき、筆者作成。

P.174参照
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◆高い投資比率の持続

◆いかに内外から持続的に投資を呼び込めるかがポイント。またいか
に“儲かる産業”を呼び込めるか、“儲かる産業”への転換をどのよう
にイメージするかが重要なポイント

◆関西経済の反転の条件が整ってきた今、大阪・関西万博のレガシー
として世界に関西の魅力を認知してもらう

◆結果、人材や資金の好循環を実現することができる

Chapter 6 Section 1

関西経済反転に向けての課題

P.174参照
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◆関西で最も大型のインフラ整備案
件となる万博の概要と、同じく夢
洲が予定地となっているIR施設の
誘致に関する動きを整理

Part Ⅲ EXPO 2025 Chronology

EXPO 2025 Chronologyについて

P.209参照
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◆2015年ミラノ国際博覧会：Feeding 
the Planet, Energy for Life(地球に食
料を、生命にエネルギーを)

◆2020年ドバイ国際博覧会：
Connecting Minds, Creating the 
Future(心をつなぎ、未来を創る)

◆2025年日本国際博覧会：Designing 
Future Society for Our Lives(いのち
輝く未来社会のデザイン)(表4参照)

Part Ⅲ EXPO 2025 Chronology

EXPO 2025 Chronologyから：
万博テーマの変遷

P.213参照
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Part Ⅲ EXPO 2025 Chronology

EXPO 2025 Chronologyから：
インフラマップと予算

P.216・217参照
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Chapter 6 Section 2

関西各府県の経済規模に対する公共投資

◆インフラの整備の経済効果(図6-
2-1)

◆関西各府県の公共投資比率(名目
GRP比)をみれば(図6-2-2)、

・和歌山県と奈良県は公共投資
比率が高い

・兵庫県や京都府では、名目
GRPシェアに見合った割合

・大阪府はシェアが低い

◆都市部におけるインフラ投資の
重要性を示唆

P.176・177参照
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◆社会資本ストック(道路)の対全国シェ
アを見ると、大阪万博関連の道路整備
で1969年17.7％まで上昇(図6-2-3)

◆その後、69年をピークに減少
(slide61参照)

◆万博やIR開業を契機に整備されたイ
ンフラを万博のレガシーとして活用

◆インフラ整備によるストック効果を
発揮し、関西の魅力を世界にアピール
し、人材や資金の好循環につなげる

Chapter 6 Section 2

関西の社会資本ストックのシェアの推移

P.177参照
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Chapter 6 Section 2

万博・IR関連のインフラ整備計画

◆2019年12月公表の「大阪IR 
基本構想」によれば、1兆円
を超える世界水準の規模と質
を兼ね備える日本最大の国際
会議場および展示施設等を整
備(表6-2-2)

◆2022年2月発表の「夢洲に
おけるインフラ整備」では、
万博関連事業費として、
1,128億円(IR関連を除く)を
計上(表6-2-3)

P.179・180参照
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◆2022年関西経済白書第6章では、拡張万博の取り組みによる、宿泊
数増加(延泊)の可能性について議論

◆参考になるのがエジンバラ国際フェスティバルの事例(Chap.6 CA参
照)。1947年から始まる古典・現代の演劇、オペラ、クラシック・バ
レエ等を上演する本来の「公式」フェスティバルに対して、小規模な
(fringe: 周辺的)イベントが併存し、今や世界のあらゆるフェスティ
バルの中でもっとも大規模な芸術祭として知られている

◆各事業主体が連携し共同発信することで、相乗効果の実現だけでな
く、地域住民の誇りをも醸成

Chapter 6 Section 3

拡張万博の考え方（1）
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◆関西全体をパビリオンに

◆「エジンバラ国際フェスティバル」の事
例をヒントに、「拡張万博」の基本的な考
え方を提唱(図6-CA-3)

◆「拡張万博」を表現することで従来の万
博以上の魅力を地域に波及できると期待

Chapter 6 Column A 

大阪・関西万博の拡張と共創イノベーション

P.188・189参照
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◆大阪・関西万博関連事業の進捗を反映し、国際博覧会協会および大阪
市の公表資料をもとに、APIRが新たに作成した2015年関西地域間産
業連関表を用いて、大阪・関西万博の経済効果を3つのケースで試算

◆夢洲会場を中心として開催される場合の経済効果を(1)ベースケース
として試算

◆新たに関西のパビリオン化という概念を取り入れ、(2)拡張万博の経
済効果を試算

◆加えて(3)バーチャル万博の可能性をも議論

◆関西広域での需要拡大の必要性を強調

Chapter 6 Section 3

拡張万博の考え方（2）
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Chapter 6 Section 3 UPDATE

経済波及効果の計算フロー

発生需要(投資的+消費的支出)
ベクトルの設定

移輸入分を控除

移
輸
入
控
除
後
の
需
要
ベ
ク
ト
ル

レオンチェフ逆行列

（ I – (I – M)A )-1

間接一次生産波及

賃金・所得の増加

家計消費の増加

消費転換率

間接二次生産波及 直接効果
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◆大阪・関西万博に伴う投資支出額等から最終需要を想定(表6-3-1)

Chapter 6 Section 3 

ベースケースにおける最終需要の想定

（資料）2025年日本国際博覧会協会「基本計画」および観光庁「旅行・観光消費動向調査」より作成

１-1．会場建設費（主催者） （億円） ２-1．運営費（主催者） ３．関連基盤整備

130 565 610

285 146 250

171 58 89

1,103 39 179

50 809 1,128

108

1,847 1,128

１-2．会場建設費（出展者） ２-2．運営費（出展者）

495 876

49 350

106 234

650 1,460

2,497 2,269 5,894

道路改良等（此花大橋・夢舞大橋拡幅等）

南エリア埋立の追加工事費用

その他

合計

関連基盤計

合計

会場管理・管理人件費等

広告・宣伝等

運営費計

鉄道整備等（地下鉄中央線延伸および輸送力増強等）

計画・事業調整等

合計

建設費計

企画事業・輸送事業等

会場管理・管理人件費等

広告・宣伝等

計画・事業調整等

合計

その他（調査設計費、事務費）

合計

パビリオン施設、サービス施設

会場内演出

その他（調査設計費、事務費）

合計

基盤整備（土木造成、舗装、修景工事等）

基盤設備整備（電気、給排水工事等）

駐車場、エントランス

パビリオン施設、サービス施設

会場内演出

P.183参照

表6-3-1 大阪・関西万博に伴う投資支出額等
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◆来場者の消費支出：来場者数×1人当たりの消費単価(表6-3-2)

◆来場者数の想定：国内来場者2,470万人、大阪府と関西広域エリアから約1,560万
人、全国関西以外の国内地域から約910万人、海外から約350万人と計2,820万人

◆全国関西以外の国内地域からの来場者は宿泊客、宿泊場所は、大阪府内で宿泊(表6-
3-3)

Chapter 6 Section 3 UPDATE 

来場者消費支出：基準vs.拡張万博ケース

P.184・186参照

633

3,614

10,345
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◆「拡張万博ケース」の最終需要の想定を
もとに、「基準ケース」と比較

◆生産誘発額は、拡張万博ケース2兆9,182
億円、基準ケース2兆5,276億円と3,906
億円上振れ(図6-3-4)

◆粗付加価値誘発額では2,052億円、雇用
者所得誘発額では949億円上振れてお
り、12.5～15.5％の拡大

◆GRPと比較をするために、経済効果につ
いて粗付加価値誘発額でみると、おおよ
そ1.6%ﾎﾟｲﾝﾄ上昇することが期待

Chapter 6 Section 3 

拡張万博ケースと基準ケースの比較

基準ケース 拡張万博ケース 上振れ

単位 億円 億円 ％

生産誘発額 25,276 29,182 15.5

粗付加価値誘発額 14,505 16,557 14.1

雇用者所得誘発額 7,608 8,557 12.5

P.186参照
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◆拡張万博の上振れ分3,906
億円を地域別にみると、

◆大阪府1,688 億円と最大。
次いで、その他地域799億
円、京都府776億円、兵庫
県493億円

◆拡張万博による各府県への
波及効果は基準ケースに比
して高まる

◆万博のパビリオン化は決定
的に重要

Chapter 6 Section 3 UPDATE

拡張万博の効果：府県別波及効果について

基準ケース 拡張万博ケース 拡張万博－基準
基準ケース

シェア

拡張万博ケース

シェア

単位 億円 億円 億円 ％ ％

福井 79 90 11 0.3 0.3

三重 335 380 46 1.3 1.3

滋賀 193 216 24 0.8 0.7

京都 258 1,034 776 1.0 3.5

大阪 18,496 20,184 1,688 73.2 69.2

兵庫 745 1,238 493 2.9 4.2

奈良 103 129 27 0.4 0.4

和歌山 189 210 21 0.7 0.7

鳥取 33 40 7 0.1 0.1

徳島 84 99 15 0.3 0.3

その他地域(関西以外) 4,763 5,562 799 18.8 19.1

総計 25,276 29,182 3,906 100.0 100.0

P.188・189参照


